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第１ 総則 

本事業の実施にあたっては、施設の設計、建設に関する民間事業者の専門的な知識やノウハウ

を活用することで、より効果的、効率的な遂行が期待できる。このため、事業者の選定に当たっ

ては、価格及びその他の条件（性能、機能、技術等）によって落札者を決定する総合評価落札方

式制限付一般競争入札を採用する。 

この落札者決定基準は、総合評価落札方式制限付一般競争入札により落札者を決定するため、

要求水準書等の内容について入札参加者から提出された提案書を可能な限り客観的に評価する基

準として示すものである。 

 

 

第２ 落札者決定の手順 

１ 参加資格審査 

交野市（以下「本市」という。）は、入札参加者から提出される参加表明書及び参加資格審

査申請書類により、入札説明書に示す参加資格要件をすべて満たしていることを確認する。

参加資格要件を満たしていない場合は失格とする。 

なお、入札参加者が１者であった場合も、この落札者決定基準に基づき審査を行う。 

 

２ ＶＥ提案審査 

本市は、入札参加者から提出されたＶＥ提案について、採否に関する審査を行う。ＶＥ提

案及び採否の審査に関する詳細は本事業にかかる「ＶＥ提案実施要領」による。 

 

３ 入札書類審査 

（１）提案書類審査 

ア 提案内容の基礎審査 

本市は、提案書類に記載された内容が、この落札者決定基準に示す基礎審査項目をす

べて満たしていることを確認する。基礎審査項目について１項目でも満たさないことが

確認された場合は無効とする。 

イ 提案内容の加点審査 

本事業にかかる「交野市総合評価落札方式審査委員会（以下「審査委員会」という。）」

は、この落札者決定基準に示す加点審査の方法に従い、提案書類の加点審査を行う。 

 

（２）開札 

本市は、入札書に記載された入札価格が、失格基準価格と予定価格の範囲内であること

を確認するとともに、当該金額から算出される入札価格に関する事項の得点を審査委員会

に報告する。なお、入札価格が失格基準価格を下回っているもしくは、予定価格を超えて

いる入札は無効とする。 

 

（３）落札候補者の選定 
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審査委員会は、入札価格と提案内容の加点審査の合計である総合評価値が最も高い者を

落札候補者として選定する。総合評価値の最も高い者が２以上ある場合は、当該提案者に

よるくじ引きを行い、落札候補者を選定する。 

 

４ 落札者の決定 

本市は、審査委員会における落札候補者の選定結果をもとに、落札者を決定する。 

 

５ 審査の流れ 

上記１～４に示した審査等の流れは、次の図に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加資格要件を満たしていない場合 

項目を満たさない場合 

予定価格を超えている場合 

失 格 

無 効 

無 効 

入札書類の受付 

入札説明書等（入札説明書、要求水準書、ＶＥ提案実施要領、 

設計施工一括請負契約書（案）、落札者決定基準及び様式集）の提示 

入札参加者による入札参加表明書及び参加資格審査申請書類の提出 

参加資格審査：入札説明書に示す参加資格要件の確認 

提案内容の基礎審査 

基礎審査項目の確認 

落札者の決定（本市） 

提案内容の加点審査 

提案書に記載された各提案内容を 

落札者決定基準に基づいて評価（提案者へのヒアリングを含む） 

 

 

開札：入札価格が失格基準価格と予定価格の範囲内であるかを確認 

（失格基準価格≦入札価格≦予定価格） 

落札候補者の選定（審査委員会） 

ＶＥ提案の採否

に関する審査 

失格基準価格を下回っている

場合 
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第３ 参加資格審査 

本市は、参加表明書と同時に提出される参加資格審査申請書類から、入札説明書に記載した入

札参加者が満たすべき参加資格要件について確認し、確認の結果を代表企業に対し通知する。資

格不備の場合は失格とする。 

 

 

第４ 基礎審査の方法 

本市は、入札参加者から提出される提案書により、入札参加者が基礎審査項目を満たしている

ことを確認する。基礎審査項目について１項目でも満たさないことが確認された場合は入札を無

効とする。全ての基礎審査項目を満たしていることが確認された場合、当該提案書について加点

審査を行う。 

基礎審査項目は以下のとおりである。 

 

・提案書全体について、同一事項に対する２通り以上の提案又は提案事項間の齟齬、矛盾等

がないこと。 

・提案書全体について、様式集に従った構成（項目の構成、枚数制限等）となっていること。 

・当該提案に関する各様式（別添「様式集」参照）に示す項目に対する提案の内容が要求水

準書等を満たしていること。 
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第５ 加点審査の方法 

１ 審査方法 

加点審査においては、設計、建設及び入札価格の各審査項目について提案内容を得点化し、

得点の合計値を総合評価値とする。 

なお、加点審査における各審査項目の配点及び後掲する評価のポイントについては、本市が

本事業に期待する事項の必要性又は重要性を勘案して設定した。 

 

【加点審査の配点表】 

審査項目（小項目別） 配点 

１．設計等業務・建設業務に関する事項  

 （１）本事業についての基本的な事項  （計７点） 

 
 
ア 学校建設に関する市の基本的考え方の理解度 ２点 

 
イ 本事業の実施にかかる執行体制や事業スキーム等の的確な把握 ５点 

（２）設計等業務（新校舎等にかかる実施設計）についての事項 （計１８点） 

  ア 機能・性能の向上 １２点 

  イ ライフサイクルコスト縮減のための工夫 ６点 

 （３）建設業務および開校準備ついての事項 （計１８点） 

  ア 施工計画 １４点 

  イ 開校準備 ４点 

 （４）地域への貢献、企業の社会貢献の事項 （計７点） 

  ア 地域への貢献 ６点 

  イ 企業の社会貢献 １点 

計 ５０点 

２．入札価格に関する事項 ５０点 

合計（全ての加点審査項目） １００点 

 

 

２ 設計等業務・建設業務に関する事項の得点化方法 

審査委員会は、提案書に記載された内容について、要求水準書等に示す要件を超える部分に

対して、その小項目ごとに、以下に示す４段階評価により得点を付与する。 

ただし、「３ 審査項目及び評価ポイント」の「４ ア ①及び②」については、それぞれ、

評価のポイント欄で明示する方法で定量評価する。 

なお、設計等業務・建設業務に関する事項の得点（配点５０点）が１０点未満の場合は、当

該入札参加者を失格とする。 

 

評価 判断基準 得点化方法 

Ａ 秀でて優れている 配点×1.00 

Ｂ 優れている 配点×0.60 

Ｃ わずかに優れている点を認める 配点×0.20 

Ｄ 要求水準を満たしているが、特に優れた点が認められない 配点×0.00 
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３ 審査項目及び評価のポイント 

 

審査項目 配点 評価のポイント 

（１） 本事業についての基本的な事項（計７点） 

 

ア 学校建設に関する

市の基本的考え方

の理解度 

２点 

① 本事業の基本方針等を理解したうえで、学校建設にあた

る姿勢や考え方が具体的に記述されているか。（１点） 

② ①の姿勢や考え方が、提案書の全般にわたって反映され

ているか。（１点） 

イ 本事業の実施にか

かる執行体制や事

業スキーム等の的

確な把握 

５点 

① 本事業の目的、内容、事業スキーム等を把握した事業計

画等について、優れた提案がなされているか。（２点） 

② 設計企業と建設企業との連携及び本市との協議方法等

について、優れた提案がなされているか。（２点） 

③ 国庫補助金制度の適用にかかる財源確保の支援につい

て、優れた提案がなされているか。（１点） 

（２） 設計等業務（新校舎等に係る実施設計）についての事項（計１８点） 

 

ア 機能・性能の向上 １２点 

① 新築施工や維持修繕、施工後の居室レイアウトの変更が

可能となる建屋の構造計画（杭基礎・上屋を含む）につ

いて、優れた提案がなされているか。（４点） 

② 内装や建具の木質化等を含む仕上の性能向上について、

優れた提案がなされているか。（４点） 

③ 機能向上を目的とした意匠計画を達成するための、優れ

た提案がなされているか。（４点） 

イ ライフサイクルコ

スト縮減のための

工夫 

６点 

① ライフサイクルコストの縮減を含む合理的な設備計画

について、優れた提案がなされているか。（３点） 

② メンテナンスフリーや合理的な維持修繕を可能とする、

優れた提案がなされているか。（３点） 

（３） 建設業務および開校準備についての事項（計１８点） 

 

ア 施工計画  １４点 

① 施設の早期引渡しについて、具体的な工期の短縮にかか

る、優れた提案がなされているか。（５点） 

② 安全確保や騒音・振動対策等、周辺地域に配慮した取り

組みについて、優れた提案がなされているか。（５点） 

③ その他、施工計画について、優れた提案がなされている

か。（４点） 

 
イ 開校準備 ４点 

① ワークショップの企画・開催の支援について、優れた提

案がなされているか。（２点） 
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審査項目 配点 評価のポイント 

② 机や椅子等什器備品、グラウンド遊具、ＩＣＴ機器の調

達に係る支援について、優れた提案がなされているか。

（２点） 

（４） 地域への貢献、企業の社会貢献の事項（計７点） 

 

ア 地域への貢献 ６点 

① 本市内企業の活用について、優れた提案がなされている

か。（４点） 

  ※定量評価のため、評価方法は、末尾の別紙を参照。 

  ※この項目①と次の項目②の提案内容は契約事項とし、

契約終了時に履行確認を行う。その際、提案額を下回っ

た場合は、その額にて総合評価値を再計算し、落札時と

の差分を違約金として徴収する。（契約金額を総合評価

値で除して１点あたりの契約金額を算出し、再計算後に

不足する点数を乗じて違約金額を算出する。） 

 

② ①のうち市内に本店を置く業者の活用数（１点） 

  ※定量評価のため、評価方法は、末尾の別紙を参照。 

 

③ その他、地域経済への貢献や近隣地域等の活性化につい

て、優れた提案がなされているか。（１点） 

 

 

イ 企業の社会貢献 １点 

① 低炭素社会やＳＤＧｓへの配慮や社会福祉の向上など

社会貢献に繋がる、優れた提案がなされているか。（市

が定める諸計画(交野市環境基本計画、交野市地域福祉

計画等)も参考にすること。なお、当審査項目に限り、本

事業以外における取り組み実績についても評価対象と

する。）（１点） 

 

 

４ 入札価格に関する事項の得点化方法 

 

入札価格については、次の算定式により得点を付与する。得点は小数点第三位以下を四捨五

入した値とする。 

 

（算定式）  ５０点×（１－（入札価格－失格基準価格）／（予定価格－失格基準価格）） 
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第６ 様式について 

 

 本基準に示す審査項目の対象とする提案様式は以下のとおりである。各項目に対応する様

式のみを審査対象とする。 

なお、提案内容が客観的に理解できるように提案書を作成するとともに、評価に値すると

考える内容（数値、数量、期間等）はすべて様式内に記述し、設計図書には記載しないこと。 

 

審査項目 
対応する 

様式番号 

提
案
内
容
の
基
礎
審
査 

１．共通事項 

提案書全体について、同一事項に対する２通り以

上の提案又は提案事項間の齟齬、矛盾等がないこ

と。 

様式 10～18 

設計図書 

提案書全体について、様式集に従った構成（項目の

構成、枚数制限等）となっていること。 
様式 10～18 

当該提案に関する各様式に示す項目に対する提案

の内容が要求水準書等を満たしていること。 

様式 10～18 

設計図書 

提
案
内
容
の
加
点
審
査 

１．設計等業

務・建設業

務に関する

事項 

（１）本事業についての基本的な事項 様式 11、12 

（２）設計等業務（新校舎等に係る実施設計） 

   についての事項 
様式 13、14 

（３）建設業務および開校準備についての事項 様式 15、16 

（４）地域への貢献、企業の社会貢献の事項 様式 17、18 

２．入札価格に

関する事項 
入札価格 様式 9 
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別紙「４ 地域への貢献、企業の社会貢献の事項 ／ ア 地域への貢献」の具体的な評価方法 

 

 ① 本市内企業の活用について、優れた提案がなされているか。（４点） 

 

 （算定式） 

   契約金額に占める市内業者活用金額（※）   

  提案された市内業者活用金額のうちの最高額 

 

  ※契約金額に占める市内業者活用金額の算出方法 

   市内業者への下請契約金額や資機材発注金額に次の係数を乗じた金額を算出し、合算する。 

   ただし、市内業者活用金額は、２億円を下限とし、２億円未満は「０円」とする。 

 

建設工事 市内に本店を置く業者の活用係数 市内に支店を置く業者の活用係数 

１次下請 契約金額×1.00 契約金額×0.60 

２次下請 契約金額×0.80 契約金額×0.40 

３次以下の下請 契約金額×0.60 契約金額×0.20 

 

資機材等 市内に本店を置く業者の活用係数 市内に支店を置く業者の活用係数 

元請からの 

発注のみ 
契約金額×1.00 契約金額×0.60 

 

 ※施工体制上、同一の下請系統に複数の市内業者が存在する場合は、最も上位の業者との契約

のみ「契約金額に占める市内業者活用金額」の算出対象となる。 

 

 （例）元請（土工）→ １次下請：市内業者 → ２次：市外業者 → ３次：市内業者 

    この場合は、市内業者との１次下請契約のみが、算出の対象となる。 

 

 

 ② ①のうち市内に本店を置く業者の活用数（１点） 

 

 

 

１社 １点×0.00 

２社 １点×0.20 

３社 １点×0.40 

４社 １点×0.60 

５社 １点×0.80 

６社以上 １点×1.00 

 ×４点 ＝ この項目での得点（４点が上限） 


